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平成２６年度事業計画書 

 

  本財団は昭和４１年の設立以来、離島に関する調査研究、研修会の開催、出版・広報活 

動はじめ、広く一般に対する離島の情報提供、離島間並びに離島と本土との交流促進など 

幅広く事業を展開してきた。 

 この間、基金の適正かつ積極的運用を図り、所期の成果を収めてきたところである。 

厳しい状況が続いていた財団の財政も、最近の円高の一服により回復傾向は見られるも

のの、先行きについては予断を許さぬ状況であると思われる。 

本財団ではこれらの諸情勢の下で、以前より徹底した事業効率化・合理化に努めること

はもちろん、厳しい財政状況下にあっても離島住民サービスに配慮し、公益財団法人にふ

さわしい事業を的確に実施する必要がある。 

そのため、平成２６年度において下記事業を実施する。 

 

 

                                        記 

 

１．事業内容 

  (1) 研修・派遣 

    ①研修事業 

      ア．平成２６年度離島市町村等職員研修 

          本年度も「市町村アカデミー」（財団法人全国市町村研修財団）の研修計画に 

        本財団が計画する離島市町村等職員を対象としたカリキュラムを設定し、市町村 

        アカデミーと協力して開催する。 

          ・期    間  平成２７年２月１６日（月）～２月２０日（金） ５日間 

          ・定    員  ３０人程度 

      イ．第２３期島づくり人材養成大学 

          コミュニティ活性化、産業振興など地域づくりに取り組んでいる離島住民を対 

        象に、島づくりリーダー養成のための短期集中型研修をワークショップ形式で開

催する。 

        ・期    間  平成２６年９月２４日（水）～９月２６日（金）  ３日間 

          ・定    員  ４０人程度 

    ウ．離島振興実務担当者研修（しまづくりサミット） 

離島の事例紹介及びワークショップを通して、地域づくりの新たな取り組みや

離島に共通する課題解決のための手法に関する短期研修を開催する。 

          ・期    間  平成２６年１１月２１日（金）１日間 

          ・定    員  ５０人程度 
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 ②派遣事業 

      都道県・市町村等で開催される研修会・人材育成への取組み等に対し、指導者、職

員を派遣するなど協力・支援するなど、島の現場において地域づくり手法の新しい展

開の可能性を追求する。 

 

  (2) 調査研究   

    ①離島の実態調査等 

      離島振興を推進するため、必要に応じて離島の諸問題について実態調査・自主研究

等を実施する。 

    ②離島の各種情報のストック化 

   離島統計年報のデータ作成はじめ、離島振興に資するために必要なストックデータ

の整理・更新に加え、先行事例等各種フロー情報の収集整理を実施する。 

    

(3) 資料の整備 

    ①資料の収集 

      離島振興に必要な文献・統計等を収集整備する。 

    ②データファイリング 

      離島関係新聞情報をデジタルデータ化し、汎用性のある情報に整備する。 

 

  (4) 広報宣伝   

   ①資料及び図書の作成・刊行 

      ア．『離島統計年報』の刊行 

          各離島の基本的統計データを収録した『離島統計年報』２０１３年版をＣＤ-Ｒ

ＯＭとともに刊行する。 

      イ．広報誌『しま』の刊行 

          離島振興の現状や問題点を紹介・解説するとともに、将来のあるべき姿や課題 

        を新しい視点と発想からとらえ、今後における離島振興の強力な推進を図る。 

   ウ．日本の島ガイド『ＳＨＩＭＡＤＡＳ（シマダス）』改訂版の編集 

 関係各市町村等の協力を得て、全国の有人島および主要無人島のさまざまなデ

ータを収集し、日本の島ガイド『ＳＨＩＭＡＤＡＳ（シマダス）』の編集を実施

する。 

    ②「アイランダー２０１４」への開催協力 

    全国の離島が一体となって離島の持つ素晴らしさを訴えかけるとともに、都市生

活者からの「離島の情報をもっと知りたい」という要望に応えることにより離島地

域と都市部の相互理解を深め、結果として「交流人口の増加」「島物産品のＰＲ」「Ｉ

ターン・Ｕターンの促進」等を通じた離島地域の振興を目的として、国土交通省と
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協力して開催する。 

     

③各種離島ＰＲ活動 

  ア．「しまづくりキャラバン」の開催 

    東京以外の主要都市において、離島をＰＲするためのイベントに出展参加する。 

イ．離島の観光・物産等振興宣伝活動への助成 

      離島産業活性化のため、本土・都市部の催し物への出展等、個々の離島の宣伝活 

     動に対して支援する。 

ウ．離島の果たす国家的・国民的役割のＰＲ事業 

    離島に対する国民的理解を深めるため、外部イベント等の機会を活用し、離島の

果たす機能・役割をアピールする。 

 

  (5) 情報化推進 

    ①離島データバンク事業の実施 

      系統的に整理した離島関係各種資料・データを、内外のニーズに即応して、提供す

る「離島データバンク」を前年度に引き続き整備・運営する。 

    ②Ｗｅｂによる情報提供 

      再構築した「しましまネット」を活用し、公益財団法人にふさわしい離島の情報発

信ツールとするとともに、幅広いリンクを通じて地域間の情報交流に寄与するものと

する。 

 

  (6) 人材育成   

      自主的な住民活動を支援し、新しい活力ある離島の実現に必要な人材の育成を図    

  ることを目的として設置した「離島人材育成基金」の運用益による助成事業等を実施

する。 

   

(7)受託事業 

  離島振興法の目的（第１条）及び離島振興基本方針（第３条）に位置づけられた事

項に関して、国、地方公共団体等から事業公募・事業委託等があった場合は、本財団

のネットワーク等を活用して、その成果を離島地域に還元するため積極的に事業を実

施する。 

  平成２６年度は環境省補助事業等に応募する予定である。 

 

２．経      費 

    事業活動に要する経費は、会費収入、運用基金運用収入、人材育成基金運用収入など

を主な財源としてこれに充てる。 
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事業費は次のとおりである。 

事 業 名 26 年度 25 年度 増 減 

１． 研 修 活 動 3,552 千円 3,770 千円 △ 218 千円 

２． 調 査 研 究 1,470  1,470   0   

３． 資 料 の 整 備 1,586  1,570   16   

４． 広 報 宣 伝 61,599  39,004   22,595   

５． 情 報 化 推 進 1,480  5,042    △ 3,562   

６． 人 材 育 成 18,921  14,292     4,629   

７．  受 託 事 業 23,542  0  皆増   

合  計 112,150  65,148  47,002  

注）受託事業以外は事業管理費を除く。 


